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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

  

(注) １ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記載
しておりません。 

２ 持分法を適用した場合の投資利益は、当社は関連会社を有していないため、記載しておりません。 
３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 
４ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、新株引受権の残高はありますが、第34期及び第35期中間会計期
間については、当社株式が非上場かつ非登録であり、期中平均株価が把握できませんので、記載しておりません。 

５ １株当たり配当額の第34期における第１新株とは、平成16年８月20日及び同年８月23日付の新株引受権の権利行使により
発行した株式をいい、第２新株とは、平成16年８月21日付の第三者割当増資により発行した株式をいいます。 

回次 第34期中 第35期中 第36期中 第34期 第35期 

会計期間 

自 平成15年 
  ９月１日 
至 平成16年 
  ２月29日 

自 平成16年
  ９月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ９月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

自 平成15年 
  ９月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成16年
  ９月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

売上高 (千円) ― 1,818,952 1,896,676 3,319,274 3,865,002

経常利益 (千円) ― 260,563 184,032 454,185 541,961

中間(当期)純利益 (千円) ― 36,040 93,017 242,680 200,509

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 249,000 487,555 249,000 485,555

発行済株式総数 (株) ― 3,884 18,036 3,884 17,956

純資産額 (千円) ― 1,452,843 2,252,519 1,435,605 2,199,088

総資産額 (千円) ― 4,348,132 5,418,019 4,475,383 4,992,314

１株当たり純資産額 (円) ― 374,058.49 124,890.21 369,620.30 122,470.96

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― 9,279.27 5,162.26 142,865.78 12,743.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― 5,150.20 ― 12,666.09

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ―
旧株    5,000 
第１新株5,000 
第２新株  137 

2,500

自己資本比率 (％) ― 33.4 41.6 32.1 44.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 311,193 39,532 303,177 679,438

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △315,798 △404,063 △874,550 △561,484

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △210,387 359,714 734,215 183,134

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(千円) ― 412,840 924,104 627,833 928,921

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数) 

(人) 
    ― 
    (―) 

       203
       (98) 

      206
       (150) 

      195 
（95） 

      214 
（138） 



２【事業の内容】 

当社は、ラスク等の限定商品を通信販売するＰＩＳ事業と、洋菓子、パンの店頭販売及びレストランを展開する

ＭＩＳ事業を行なっておりますが、この事業内容について重要な変更はありません。 

  

  

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、新規に以下の子会社を設立しました。 

  

  

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年２月28日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、季節工、嘱託契約の従業員を含み、派遣社員を除いておりま

す。）は、当中間会計期間の平均人員を（ 外数 ）で記載しております。 

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑な関係にあり、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業 
の内容 

議決権 
の所有 
割合(%) 

関係内容 

（非連結子会社） 

株式会社価値創造 
東京都港区 20 食品の販売等 100 

当社商品を一般顧客に販売（当期
５月以降）。 

従業員数(人) 205（151） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間に於ける我が国経済は、着実に回復を続け、雇用と賃金の改善を反映して、雇用者所得も緩やかに増加し、個

人消費も漸く底堅く推移するようになりました。しかしながら、当社の売上高の約半分が依存している東北地方を初めとして、

各地を襲った「平成18年豪雪」によって、各企業は、その提供する商品・サービスの内容によって大きな影響を受けました。 

このような環境の下、当中間会計期間の売上高は1,896百万円を計上し、前中間会計期間に比べ4.3％の増収とすることができ

ました。一方、利益面では、クリスマス・お歳暮の重なる繁忙期で利益貢献度も高い12月の店舗販売が「平成18年豪雪」の影響

で減少したことや、ＢtoＢ取引の拡大に伴なう売上原価の上昇及び一般管理費の増加で、経常利益は前中間会計期間に比べ

29.4％減の184百万円となりました。なお、中間純利益は93百万円となり、前中間会計期間に比べ158.1％増の大幅増益となりま

した。これは、前中間会計期間に「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用し、188百万円の特別損失を計上したためであり

ます。 

事業部門別の業績は、次の通りであります。 

ＰＩＳ事業におきましては、平成17年9月に２店目の通販商品のアンテナショップとして、麦工房大阪店を開設し、商品面で

は、平成17年11月には新商品「ラスクフランス《ブルーベリー》」を発売致しました。 

この結果、ＰＩＳ事業部の売上高は1,002千円（前年同期比4.9％増）となりました。 

ＭＩＳ事業におきましては、引き続き仙台地区のパン未導入店の改装を進め、平成17年９月の河原町店、平成17年10月には明

石台店を改装し、それぞれ「シベールの杜」に店舗名を改称し、焼きたてパンの提供を開始致しました。また、「シベールの杜 

支倉」として整備を進めて参りました宮城県柴田郡川崎町の社有地は、平成17年11月に「そば山彼方 支倉」を開設して一部オー

プンし、平成18年２月には新洋菓子工場が稼動、更に当中間会計期間の翌３月には工場併設の店舗「ファクトリーテラス」もオ

ープン、全体の名称を「シベール ハーツランド」と変更してグランドオープンしております。 

これらの施策の結果、ＭＩＳ事業部の売上高は894千円（前年同期比3.5％増）となりました。 
  

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ4,817千円減少し、924,104千円

となりました。 

当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 
  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、39,532千円（前年同期は311,193千円）となりました。これは、主に税引前中間純利益

180,253千円の計上、減価償却費123,713千円の計上があった一方で、法人税等の支払額165,112千円、消費税等の支払30,451千

円、未払金の減少などがあったことによるものであります。 
  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、404,063千円（前年同期は315,798千円）となりました。これは、主に工場の増設・移転に伴

なう有形固定資産の取得による支出346,641千円によるものであります。 
  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、359,714千円（前年同期は210,387千円の支出）となりました。これは、コミット型シンジケ

ートローンの借入による収入624,000千円に対し、長期借入金の返済による支出223,786千円及び配当金の支払44,539千円を行なっ

たことによるものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）１．金額は製造原価によっております。 

２．「洋生菓子」と「その他焼菓子等」は管理上区分が困難であるため、一括して記載しております。 

    ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

ＰＩＳ事業におきましては、不特定多数の一般消費者からの受注に対し、受注の翌日に生産し、翌々日に出荷、

すなわち販売が完了する体制となっているため、受注残は極少量であります。また、ＭＩＳ事業におきましては、

店舗の販売予測に基づき見込み生産を行なっておりますので、受注残はありません。 

  

(3) 販売実績 

当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次の通りであります。 

 （注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

  

  

  

３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ 

た課題はありません。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、従来の洋菓子やパンの製造における職人の勘に頼ったアナログ型技術をデジタル化し、集団の名人化を

事業部門別 品目 生産高（千円） 前年同期比（％） 

ＰＩＳ事業部門 ラスク 467,497 115.5 

ＭＩＳ事業部門 

洋生菓子及びその他焼菓子等 308,048 98.6 

パン 134,389 141.5 

計 442,437 108.6 

合    計 909,934 112.0 

事業部門別 品目 販売高（千円） 前年同期比（％） 

ＰＩＳ事業部門 

ラスク 899,988 107.1 

その他焼菓子等 102,305 88.9 

計 1,002,293 104.9 

ＭＩＳ事業部門 

洋生菓子 252,833 89.7 

ラスク 142,175 101.2 

その他焼菓子等 194,300 99.9 

パン 168,091 134.0 

料飲 136,984 112.6 

計 894,383 103.5 

合    計 1,896,676 104.3 



はかることを通して研究開発を行なっております。 

 ＰＩＳ事業におきましては、ラスク製造課の研究開発チームが中心となりラスクの製造方法の改善及び「ブルー

ベリーラスク」（平成17年11月発売）など新しいフレーバーの商品開発に取り組みました。 

 ＭＩＳ事業におきましては、製造販売部門が一体となり、季節感豊かな新商品の開発と品質の維持の研究を中心

に取り組みました。具体的には、10月の「感謝祭」の他、シュークリームフェア、 

モンブランフェア、チーズケーキフェア、苺ケーキフェア、チョコレートケーキフェアにおいて新商品を発売致し

ました。 

 当中間会計期間における研究開発費の総額は、11,158千円であります。 

  

  



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

当中間会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設、拡充についての重要な変更は、次
の通りであります。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた重要な設備の新設、拡充について、当中間会計期間に完了したものは、次の通りで
あります。 

  

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

   ２．生産設備の完成後の増加能力は、販売価格ベースの月間生産能力を記載しております。 

(3) 重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次の通りであります。 

  

事業所名（所在地） 事業の部門別の名称 変更前完成予定年月 変更後完成予定年月 

シベールの杜 名取店 
（宮城県名取市） 

ＭＩＳ事業部 平成18年４月 平成18年６月 

事業所名 
(所在地) 

事業部門 設備の内容 投資額（千円） 完了年月 完成後の増加能力 

ファクトリー 
メゾン 
(山形県山形市) 

ＭＩＳ 
事業部 

生産設備等の拡充 95,771 平成17年11月 月産60百万円 

シベールの杜 
 支倉 
（第１期工事） 
(宮城県柴田郡) 

ＭＩＳ 
事業部 

店舗設備等 61,373 平成17年11月 店舗面積209㎡ 

シベールの杜 
 支倉 
（第２期工事） 
(宮城県柴田郡) 

ＭＩＳ 
事業部 

生産及び店舗 
設備等 

308,957 平成18年２月
月産150百万円、店舗売場
面積54㎡ 

事業所名 
（所在地） 

事業の部門別の名称 設備の内容 帳簿価格（千円） 

遊休地 
（仙台市青葉区） 

ＭＩＳ事業部 土地 99,500 

荒巻ファクトリー 
（仙台市青葉区） 

ＭＩＳ事業部 土地、建物 54,400 

遊休地 
（山形県天童市） 

ＭＩＳ事業部 土地 139,911 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

  

②【発行済株式】 

  

  

(2)【新株予約権等の状況】 

①商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債は次の通りであ

ります。 

  

（平成12年10月20日 臨時株主総会 特別決議） 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 60,000 

計 60,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年２月28日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年５月23日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 18,036 18,052
ジャスダック
証券取引所 

－ 

計 18,036 18,052 － － 

第３回無担保新株引受権付社債 

（平成12年10月30日発行） 

中間会計期間末現在 
（平成18年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株引受権の残高（千円） 1,600 800 

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価格（円） 50,000 50,000 

資本組入額（円） 25,000 25,000 



②商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次の通りであります。 

  

（平成17年11月23日 定時株主総会決議） 

  

新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行なう場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

  

また、新株予約権発行後、当社が時価を下回る価額で新株を発行（時価発行として行なう公募増資、旧商法に基づく新株引

受権の行使又は新株予約権及び新株予約権証券の行使の場合を除く）する場合は、次の算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  中間会計期間末現在 
（平成18年２月28日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年４月30日） 

新株予約権の数（個） － 200 

新株予約権の目的となる株式の種類 － 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） － 200 

新株予約権の行使時の払込金額（円） － 308,700 

新株予約権の行使期間 － 
自 平成19年12月１日 
至 平成23年11月30日 

新株予約権の行使期間新株予約権の行使により株式を 
発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額（円） 

－ 
発行価格   154,350 
資本組入額  154,350 

新株予約権の行使の条件 － 

①新株予約権の割当てを受け
た者は、権利行使時におい
ても、当社又は当社の子会
社等の取締役もしくは従業
員の地位であることを要
す。 
②新株予約権者が死亡した場
合は、相続を認めないもの
とする。 
③当社と新株予約権者との間
で締結する新株予約権割当
契約に違反していないこ
と。 

新株予約権の譲渡に関する事項 － 新株予約権を譲渡するには取
締役会の承認を要する。 

  
調整後払込金額＝調整前払込金額× 

１ 

分割・併合の比率   

  
       

既発行 ＋

新規発行株式数×１株当たり払

込金額 

調 整 後

＝ 

調 整 前

×

株式数 新株発行前の時価 

払込金額 払 込 金

額 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（注）１ 発行済株式総数、資本金、資本準備金の増加は、全て新株引受権の権利行使によるものであります。 

   ２ 平成18年３月１日から平成18年４月30日までの間に、新株引受権の権利行使により発行済株式総数が16株、資本金が400

千円、資本準備金が408千円増加しております。 

  

(4)【大株主の状況】 

平成18年２月28日現在 

（注）上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式数は、全て信託業務に係る株式数であります。 

年月日 発行済株式総数
増減数（株） 

発行済株式総数 
残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金 
増減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成17年９月１日 
～平成18年２月28日 

 

80  
  

18,036   
 

2,000  
 

487,555  
  

2,040   
 

553,325  

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

熊谷 眞一 山形県山形市 6,348 35.20 

有限会社ムゲン 山形県山形市大字吉原932-7-1302 3,660 20.29 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷3-29-22 900 4.99 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町2-11-3 426 2.36 

シベール社員持株会 山形県山形市蔵王松ケ丘2-1-3 286 1.59 

渡辺 誠二 宮城県宮城郡利府町 220 1.22 

熊谷 トシ子 山形県山形市 208 1.15 

黒田 辰男 山形県山形市 200 1.11 

ＯＣＡインベストメント株式会
社 

兵庫県神戸市中央区磯上通6-1-14-802 166 0.92 

株式会社殖産銀行 山形県山形市桜町7-35 150 0.83 

計 － 12,564 69.66 



(5)【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成18年２月28日現在 

  

②【自己株式等】 

     該当事項はありません。 

  

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は次の通りでありま

す。 
  

役職の異動 

  

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － ― 

議決権制限株式(自己株式等) － － ― 

議決権制限株式(その他) － － ― 

完全議決権株式(自己株式等) － － ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式   18,036 18,036
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

端株 － － ― 

発行済株式総数 18,036 － ― 

総株主の議決権 － 18,036 ― 

月別 平成17年９月 10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 

最高(円) 358,000 344,000 333,000 413,000 391,000 339,000

最低(円) 286,000 283,000 302,000 317,000 310,000 289,000

新役職名 旧役職名 氏名 異動年月日 

取締役 
商品計画室長 

取締役 
仙台ＭＩＳ事業部長 

渡辺誠二 平成18年５月１日 

取締役 
ＭＩＳ事業部長 

取締役 
山形ＭＩＳ事業部長 

黒田辰男 平成18年５月１日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日ま

で）及び当中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）の中間財務諸表について、中央青山監査

法人により中間監査を受けております。 

なお、前中間会計期間の中間監査報告書については、平成17年６月23日に提出した有価証券届出書に添付された

ものによっております。 

  

３．中間連結財務諸表について 

前中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日まで）は、子会社がありませんので中間連結財務諸表

は作成しておりません。 

 当中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）は、期中に設立した子会社が事業を開始してお

らず、重要性が乏しいため、中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成11年大蔵省令第24

号）第５条第２項により、中間連結財務諸表は作成しておりません。 

  



【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

                 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１．現金及び預金    459,859 1,004,104   1,008,921 

２．売掛金    67,949 83,118   84,056 

３．たな卸資産    73,792 76,260   68,901 

４．繰延税金資産    29,587 25,434   33,789 

５．その他 ※３  48,323 64,982   57,532 

貸倒引当金    △2,781 △3,257   △3,315 

流動資産合計    676,730 15.6 1,250,641 23.1   1,249,885 25.0

Ⅱ 固定資産          

１．有形固定資産   ※１ 
，２        

(1) 建物    1,408,343 1,636,404   1,400,450 

(2) 機械及び装置    256,527 360,715   262,788 

(3) 土地    1,297,727 1,297,727   1,297,727 

(4) その他    280,530 404,839   365,824 

有形固定資産合計    3,243,130 74.6 3,699,687 68.3   3,326,791 66.6

２．無形固定資産    26,822 0.6 24,804 0.4   26,861 0.5

３．投資その他の資産          

(1) 投資有価証券    49,776 63,568   38,432 

(2) 敷金保証金    70,360 87,544   74,410 

(3) 繰延税金資産    111,037 108,250   109,458 

(4) その他    170,876 184,017   167,045 

貸倒引当金    △600 △494   △570 

投資その他の資産合計    401,449 9.2 442,886 8.2   388,776 7.8

固定資産合計    3,671,402 84.4 4,167,378 76.9   3,742,429 75.0

資産合計    4,348,132 100.0 5,418,019 100.0   4,992,314 100.0

           



  
  

    
前中間会計期間末 

（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末 

（平成18年２月28日） 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

（平成17年８月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円） 構成比
（％）

                 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１．買掛金    67,629 72,119   84,295 

２．1年以内返済予定 
  長期借入金 ※２  382,296 495,684   379,380 

３．未払金    153,579 299,734   165,885 

４．未払法人税等    130,048 82,828   169,408 

５．賞与引当金    47,000 42,000   42,000 

６．その他 ※３  16,327 5,715   57,007 

流動負債合計    796,879 18.3 998,081 18.4   897,976 18.0

Ⅱ 固定負債          

１．長期借入金 ※２  1,925,403 2,020,595   1,736,685 

２．役員退職慰労引当金    100,515 99,578   100,515 

３．その他    72,491 47,244   58,048 

固定負債合計    2,098,409 48.3 2,167,417 40.0   1,895,249 38.0

負債合計    2,895,289 66.6 3,165,499 58.4   2,793,226 56.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    249,000 5.7 487,555 9.0   485,555 9.7

Ⅱ 資本剰余金          

１．資本準備金   202,684   553,325 551,285   

資本剰余金合計    202,684 4.7 553,325 10.2   551,285 11.0

Ⅲ 利益剰余金          

１．利益準備金   7,830   7,830 7,830   

２．任意積立金   921,364   1,077,890 921,364   

３．中間(当期)未処分 
  利益   69,556   125,625 234,024   

利益剰余金合計    998,750 23.0 1,211,345 22.4   1,163,218 23.3

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    2,408 0.0 293 0.0   △970 △0.0

資本合計    1,452,843 33.4 2,252,519 41.6   2,199,088 44.0

負債・資本合計    4,348,132 100.0 5,418,019 100.0   4,992,314 100.0

           



②【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間 

（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度の 
要約損益計算書 

（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円） 百分比

（％）
金額（千円）

百分比
（％）

金額（千円） 百分比
（％）

                 

Ⅰ 売上高     1,818,952 100.0 1,896,676 100.0  3,865,002 100.0

Ⅱ 売上原価     851,169 46.8 952,050 50.2  1,804,934 46.7

売上総利益     967,783 53.2 944,625 49.8  2,060,067 53.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費     693,226 38.1 750,056 39.5  1,474,303 38.1

営業利益     274,556 15.1 194,569 10.3  585,763 15.2

Ⅳ 営業外収益 ※１   7,685 0.4 13,909 0.7  15,695 0.4

Ⅴ 営業外費用 ※２   21,678 1.2 24,446 1.3  59,497 1.5

経常利益     260,563 14.3 184,032 9.7  541,961 14.0

Ⅵ 特別利益 ※３   15,997 0.9 1,740 0.1  33,483 0.9

Ⅶ 特別損失 ※４ 
，６   190,546 10.5 5,518 0.3  198,021 5.1

税引前中間(当期) 
純利益     86,014 4.7 180,253 9.5  377,423 9.8

法人税、住民税 
及び事業税 ※７ 126,019   78,532 253,288   

法人税等調整額 ※７ △76,045 49,973 2.7 8,703 87,236 4.6 △76,373 176,914 4.6

中間(当期)純利益     36,040 2.0 93,017 4.9  200,509 5.2

前期繰越利益     33,515 32,608  33,515 

中間(当期)未処分 
利益     69,556 125,625  234,024 

          



③【中間キャッシュ・フロー計算書】 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  
  
  
  

前中間会計期間

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間

(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日)

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

区分 注記 
番号 金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

      

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

１．税引前中間(当期)純利益   86,014 180,253 377,423 

２．減価償却費   114,367 123,713 238,777 

３．減損損失   188,433 － 188,433 

４．貸倒引当金の減少額   △1,985 △133 △1,480 

５．賞与引当金の増加額   5,000 － － 

６．債務保証損失引当金の減少額   △18,100 － △18,100 

７．役員退職慰労引当金の減少額   △1,467 △937 △1,467 

８．受取利息及び受取配当金   △322 △326 △1,154 

９．支払利息   18,155 17,602 34,902 

10．固定資産除却損   1,963 5,518 3,253 

11. 投資有価証券の売却益   － － △7,245 

12．売上債権の増減額（増加：△）   △13,287 937 △29,394 

13．たな卸資産の増加額   △10,428 △7,358 △5,538 

14．仕入債務の増減額（減少：△）   △5,209 △12,175 11,457 
15. 未払消費税等の増減額（減少：
△） 

  － △30,451 30,451 

16．その他   28,259 △55,046 43,075 

小計   391,394 221,597 863,395 

17．利息及び配当金の受取額   322 326 1,154 

18．利息の支払額   △18,099 △17,279 △34,779 

19．法人税等の支払額   △62,423 △165,112 △150,332 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  311,193 39,532 679,438 

      

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

１．定期預金への預入による支出   △36,000 △240,000 △173,003 

２．定期預金の払戻による収入   30,301 240,000 134,321 

３．有形固定資産の取得による支出   △295,887 △346,641 △513,982 

４．無形固定資産の取得による支出   △780 △2,480 △5,323 

５．投資有価証券の取得による支出   － △23,013 － 

６．投資有価証券の売却による収入   － － 12,915 

７．子会社株式の取得による支出   － △20,000 － 

８．出店申込証拠金の支払額   △15,000 － △15,000 

９．その他   1,567 △11,929 △1,412 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  △315,798 △404,063 △561,484 

      

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

    

１．長期借入れによる収入   － 624,000 － 

２．長期借入金の返済による支出   △191,634 △223,786 △383,268 

３．株式の発行による収入   － 4,040 585,156 

４．配当金の支払額   △18,753 △44,539 △18,754 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △210,387 359,714 183,134 

      

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 
  （減少：△） 

  △214,992 △4,817 301,088 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   627,833 928,921 627,833 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末
   (期末)残高 

  412,840 924,104 928,921 

      

前中間会計期間 当中間会計期間 前事業年度 



（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

（自 平成17年９月１日
  至 平成18年２月28日） 

（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式 

－ 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式 

移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

   同 左 

  

  

  

  

  

時価のないもの 

投資事業有限責任組合

及びそれに類する組合

への出資（証券取引法

第２条第２項により有

価証券とみなされるも

の）については、組合

契約に規定される決算

報告日に応じて入手可

能な最近の決算書を基

礎とし、持分相当額を

純額で取り込む方法に

よっております。 

  

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

①子会社株式 

－ 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基

づく時価法 

（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却

原価は移動平均法により

算定） 

  

 (2) たな卸資産 

① 製商品・仕掛品 

月別総平均法による原価

法 

②  原材料・貯蔵品（包装資

材） 

月別総平均法による原価

法 

③ 貯蔵品（消耗品） 

最終仕入原価法による原

価法 

  

 (2) たな卸資産 

同 左 

 (2) たな卸資産 

同 左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物

（附属設備を除く）は定額

法） 

なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

 建物     10年～38年 

 機械及び装置 ９年 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同 左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同 左 

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

 (2) 無形固定資産 

定額法 

なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

  

 (2) 無形固定資産 

同 左 

 (2) 無形固定資産 

同 左 

 (3) 長期前払費用 

   定額法 

 (3) 長期前払費用 

同 左 

 (3) 長期前払費用 

同 左 

      

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率による計算額を、貸

倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

  

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同 左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同 左 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に

備えるため、支給見込額に基づ

く当期対応額を計上しておりま

す。 

  

 (2) 賞与引当金 

同 左 

 (2) 賞与引当金 

同 左 

 (3) 債務保証損失引当金 

店舗内に入居しているテナン

トの借入金に対する物上保証に

よる損失に備えて、債務保証損

失引当金を計上しておりました

が、同テナントの債務不履行に

伴ない同社の借入金につき代位

弁済を実行致しました。 

なお、同テナントが所有する

店舗内造作を買取り求償債権と

相殺致しました結果、債務保証

損失引当金戻入益が15,058千円

発生しましたので、特別利益と

して計上しております。 

  

 (3)      － 

  

  

 (3) 債務保証損失引当金 

店舗内に入居しているテナン

トの借入金に対する物上保証に

よる損失に備えて、債務保証損

失引当金を計上しておりました

が、同テナントの債務不履行に

伴ない同社の借入金につき代位

弁済を実行致しました。 

なお、同テナントが所有する

店舗内造作を買取り求償債権と

相殺致しました結果、債務保証

損失引当金戻入益が15,058千円

発生しましたので、特別利益と

して計上しております。 

  

 (4) 役員退職慰労引当金 

平成14年12月に役員退職金制

度を廃止し、既引当金残高は各

役員の退職時に当該役員に対す

る引当額を取り崩し支給するこ

ととしております。 

  

 (4) 役員退職慰労引当金 

同 左 

  

 (4) 役員退職慰労引当金 

同 左 

  



  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

  

４ リース取引の処理方法 

同 左 

  

４ リース取引の処理方法 

同 左 

５ 中間キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

  

５ 中間キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

同 左 

  

５ キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同 左 

  

  

  

  

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  

(1) 消費税等の会計処理 

   税抜方式によっております。

６ その他中間財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  

(1) 消費税等の会計処理 

同 左 



会計処理の変更 

  

追加情報 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計
審議会平成14年８月９日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準の
適用指針」（企業会計基準適用指針
第６号 企業会計基準委員会 平成
15年10月31日）が平成16年３月31日
に終了する事業年度に係る財務諸表
から適用できることとなったことに
伴ない、当中間会計期間から同会計
基準及び同適用指針を適用しており
ます。これにより税引前中間純利益
は188,433千円減少しております。 
なお、減損損失累計額については、
改正後の中間財務諸表等規則に基づ
き各資産の金額から直接控除してお
ります。 

  

－ 固定資産の減損に係る会計基準 

 固定資産の減損に係る会計基準
（「固定資産の減損に係る会計基
準の設定に関する意見書」（企業
会計審議会平成14年８月９日））
及び「固定資産の減損に係る会計
基準の適用指針」（企業会計基準
適用指針第６号 企業会計基準委
員会 平成15年10月31日）が平成
16年３月31日に終了する事業年度
に係る財務諸表から適用できるこ
ととなったことに伴ない、当事業
年度から同会計基準及び同適用指
針を適用しております。これによ
り税引前当期純利益は188,433千円
減少しております。 
なお、減損損失累計額について
は、改正後の財務諸表等規則に基
づき各資産の金額から直接控除し
ております。 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

 「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成15年法律第９号）が
平成15年３月31日に公布され、平
成16年４月１日以後に開始する事
業年度より外形標準課税制度が導
入されたことに伴ない、当中間会
計期間から「法人事業税における
外形標準課税部分の損益計算書上
の表示についての実務上の取扱
い」（平成16年２月13日 企業会
計基準委員会 実務対応報告第12
号）に従い法人事業税の付加価値
割及び資本割については、販売費
及び一般管理費に計上しておりま
す。 
 この結果、販売費及び一般管理
費が3,840千円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前中間純利益が
同額減少しております。 
  

－ 

  

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  

「地方税法等の一部を改正する
法律」（平成15年法律第９号）が
平成15年３月31日に公布され、平
成16年４月１日以後に開始する事
業年度より外形標準課税制度が導
入されたことに伴ない、当事業年
度から「法人事業税における外形
標準課税部分の損益計算書上の表
示についての実務上の取扱い」
（平成16年２月13日 企業会計基
準委員会 実務対応報告第12号）
に従い法人事業税の付加価値割及
び資本割については、販売費及び
一般管理費に計上しております。 
 この結果、販売費及び一般管理
費が8,900千円増加し、営業利益、
経常利益及び税引前当期純利益が
同額減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,112,441千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,329,946千円 

  

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

1,219,362千円 

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次の

通りであります。 

  

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次の

通りであります。 

  

※２ 担保資産 

 担保に供している資産は次の

通りであります。 

建 物 771,367千円

機械及び装置 136,315   

土 地 419,684   

その他 63,784   

計 1,391,151   

建 物 776,106千円

機械及び装置 163,403   

土 地 419,684   

その他 58,426   

計 1,417,620   

建 物 750,147千円

機械及び装置 119,895   

土 地 419,684   

その他 58,406   

計 1,348,133   

      

 担保付債務は次の通りであり

ます。 

  

１年以内返済予定 
長期借入金 

37,968千円

長期借入金 394,860   

計 432,828   

 担保付債務は次の通りであり

ます。 

  

１年以内返済予定 

長期借入金 
37,968千円

長期借入金 356,892   

計 394,860   

 担保付債務は次の通りであり

ます。 

  

１年以内返済予定 

長期借入金 
37,968千円

長期借入金 375,876   

計 413,844   

※３ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動負債「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

  

※３ 消費税等の取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動資産「その

他」に含めて表示しておりま

す。 

  

※３      － 

  

  

４ 偶発債務 

 下記の個人の金融機関からの

借入に対して、次の通り債務保

証を行なっております。 

  

  従業員４名 443千円

４ 偶発債務 

－ 

  

   

４ 偶発債務 

 下記の個人の金融機関からの

借入に対して、次の通り債務保

証を行なっております。 

  

  従業員４名 203千円

５ 当社は設備投資資金の効率的

な調達を行なうため金融機関10

行とコミットメントライン契約

を締結しております。 

 当期末における当該契約に係

る借入実行残高等は次の通りで

あります。 

  

コミットメント

ライン 

契約の総額 

2,600,000千円

借入実行残高 1,950,000千円

差引額 650,000千円

５ 平成16年７月に締結いたしま
したコミットメントライン契約
は、コミット期間が終了してお
ります。 
   

   

    

５ 当社は設備投資資金の効率的

な調達を行なうため金融機関10

行とコミットメントライン契約

を締結しております。 

 当期末における当該契約に係

る借入実行残高等は次の通りで

あります。 

  

コミットメント

ライン 

契約の総額 

2,600,000千円

借入実行残高 1,950,000千円

差引額 650,000千円



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

※１ 営業外収益の主要項目 

  

受取配当金 250 千円

受取賃貸料 5,752   

雑収入 1,609   

※１ 営業外収益の主要項目 

  

受取配当金 252 千円

受取賃貸料 3,409   

雑収入 10,173   

※１ 営業外収益の主要項目 

  

受取配当金 1,015 千円

受取賃貸料 9,148   

雑収入 5,392   

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 18,155 千円

シンジケート
ローン 
関連費用 

3,446   

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 17,602 千円

シンジケート
ローン 
関連費用 

3,081   

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 34,902 千円

シンジケート
ローン 
関連費用 

7,939   

新株発行費 5,976   
    株式上場費用 10,549 

※３ 特別利益の主要項目 

  

債務保証損失 
引当金戻入益 

15,058 千円

※３ 特別利益の主要項目 

保険解約返戻金 312 
千

円 

匿名組合投資
利益 

  1,427   

※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券
売却益 

7,245 千円

保険解約返戻
金 

9,173   

債務保証損失 
引当金戻入益 

15,058   

※４ 特別損失の主要項目 

  

固定資産除却損 1,963 千円

減損損失 188,433   

※４ 特別損失の主要項目 

  

固定資産除却損 5,518 千円

       

※４ 特別損失の主要項目 

  

固定資産除却損 9,438 千円

減損損失 188,433    

 ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 108,852 千円

無形固定資産 4,360   

 ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 117,972 千円

無形固定資産 4,537   

 ５ 減価償却実施額 

  

有形固定資産 227,571 千円

無形固定資産 8,864   

※６ 減損損失 

当社は、当中間会計期間に

おいて以下の資産グループに

ついて減損損失を計上しまし

た。 

  

場所 用途 種類 減損損失
（千円）

宮城県 
仙台市 

洋菓子工場 
(荒巻ファク 
トリー) 

土 地、建
物、機 械
及び装置
等 

91,015

宮城県 
仙台市 

店舗 
（３店舗） 

土 地、建
物、機 械
及び装置
等 

59,965

山形県 
山形市 

店舗 
（１店舗） 建物等 2,694

宮城県 
仙台市 

工場及び店
舗用地 
（遊休） 

土地 34,757

※６ 減損損失 

     － 

  

※６ 減損損失 

当社は、当事業年度におい

て以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

  

場所 用途 種類 減損損失
（千円）

宮城県
仙台市

洋菓子工場
(荒巻ファク
トリー) 

土 地、建
物、機 械
及び装置
等 

91,015 

宮城県
仙台市

店舗
（３店舗） 

土 地、建
物、機 械
及び装置
等 

59,965 

山形県
山形市

店舗
（１店舗） 建物等 2,694 

宮城県
仙台市

工場及び店
舗用地 
（遊休） 

土地 34,757 



  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

  

当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として店舗

及び工場を基本単位とし、また

遊休資産については物件ごとに

グルーピングしております。 

荒巻ファクトリーは近年の不

動産価格の下落により帳簿価額

と比較して回収可能価額が著し

く下落しているため、回収可能

価額まで減額致しました。また

営業活動から生じる損益が継続

してマイナスである店舗におけ

る資産グループと遊休地の帳簿

価額を回収可能額まで減額し、

減損損失 188,433 千円（建物

47,355 千 円、土 地 133,890 千

円、機械及び装置等7,186千

円）を特別損失に計上致しまし

た。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産に

ついては不動産鑑定評価基準

に基づき評価した額より処分

費用見込額を控除して算定し

ております。 

  

  

  

  

当社は、キャッシュ・フロー

を生み出す最小単位として店舗

及び工場を基本単位とし、また

遊休資産については物件ごとに

グルーピングしております。 

荒巻ファクトリーは近年の不

動産価格の下落により帳簿価額

と比較して回収可能価額が著し

く下落しているため、回収可能

価額まで減額致しました。また

営業活動から生じる損益が継続

してマイナスである店舗におけ

る資産グループと遊休地の帳簿

価額を回収可能額まで減額し、

減損損失 188,433 千円（建物

47,355 千 円、土 地 133,890 千

円、機械及び装置等7,186千

円）を特別損失に計上致しまし

た。 

なお、当資産グループの回

収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、不動産に

ついては不動産鑑定評価基準

に基づき評価した額より処分

費用見込額を控除して算定し

ております。 

  

※７ 法人税、住民税及び事業税の

計上 

中間会計期間に係る納付税額

及び法人税等調整額は、当事業

年度において予定している利益

処分による特別償却準備金の取

崩しを前提として、当中間会計

期間に係る金額を計算しており

ます。 

※７ 法人税、住民税及び事業税の

計上 

同 左 

  

－ 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 459,859 千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△47,018   

現金及び現金同等物 412,840   

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,004,104
千
円  

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△80,000

現金及び現金同等物 924,104

現金及び現金同等物の期末残高と貸

借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

  

現金及び預金勘定 1,008,921 千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 

△80,000   

現金及び現金同等物 928,921   



(リース取引関係) 

  

次へ 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
  

  

  

取得 
価額 
相当額 
（千円） 

減価 
償却 
累計額 
相当額  
（千円） 

中間 
期末 
残高 
相当額 
（千円）

機械及び装置 66,728 40,513 26,214

(有形固定資産) 
その他 42,426 33,373 9,052

(無形固定資産) 
ソフトウェア 10,169 8,041 2,127

合計 119,323 81,928 37,394

  

  

  

取得
価額 
相当額 
（千円）

減価
償却 
累計額 
相当額 
（千円）

中間
期末 
残高 
相当額 
（千円）

機械及び装置 66,728 50,046 16,682

(有形固定資産) 
その他 22,150 12,401 9,749

(無形固定資産) 
ソフトウェア 5,125 4,527 597

合計 94,003 66,974 27,029

  

取得 
価額 
相当額 
（千円） 

減価 
償却 
累計額 
相当額 
（千円） 

期末 
残高 
相当額 
（千円）

機械及び装置 66,728 45,279 21,448

(有形固定資産)

その他 36,432 31,517 4,914

(無形固定資産)

ソフトウェア
5,125 4,014 1,110

合計 108,285 80,812 27,473

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料中間期末残高相

当額 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年内 19,156千円

１年超 22,359   

合計 41,516   

  
１年内 15,082千円

１年超 14,583   

合計 29,665   

１年内 15,867千円

１年超 14,841   

合計 30,708   

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
  

支払リース料 12,386千円

減価償却費相当額 10,716 

支払利息相当額 1,263 

  

  

支払リース料 8,041千円  

減価償却費相当額 6,805 

支払利息相当額 743  

支払リース料 23,867千円

減価償却費相当額 20,638 

支払利息相当額 2,285 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同  左 

５ 利息相当額の算定方法 

利息相当額の各期への配分方法

については、利息法によってお

ります。 

  

  

５ 利息相当額の算定方法 

同  左 

  

５ 利息相当額の算定方法 

同  左 

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失は無いため、項目等の記載は

省略しております。 

  

  

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損

失は無いため、項目等の記載は

省略しております。 

  

  

  



(有価証券関係) 

 １ 時価のある有価証券 

  

 ２ 時価評価されていない有価証券 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末(平成17年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年２月28日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成17年８月31日) 

当社は、デリバティブ取引を全く行なっておりませんので、該当事項はありません。 

  

(持分法損益等) 

前中間会計期間(自 平成16年９月１日 至 平成17年２月28日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成17年９月１日 至 平成18年２月28日) 

 当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成16年９月１日 至 平成17年８月31日) 

当社は、関連会社を有していないため、該当事項はありません。 

  
前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

  取得原価 
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額 
（千円） 

取得原価
（千円） 

中間貸借対
照表計上額
（千円） 

差額
（千円） 

取得原価
（千円） 

貸借対照表 
計上額 
（千円） 

差額 
（千円） 

(1) その他 
有価証券         

① 株 式 45,731 49,776 4,044 43,084 43,975 890 40,061 38,432 △1,629

② 債 券 － － － － － － － － －

③ その他 － － － 9,990 9,593 △397 － － －

計 45,731 49,776 4,044 53,074 53,568 493 40,061 38,432 △1,629

  
前中間会計期間末 
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

  中間貸借対照表計上額（千円） 中間貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

(1) 子会社株式 － 20,000 － 

(2) その他有価証券 
①投資事業有限責任組合及び 
それに類する組合への出資 

  
－ 

  
10,000 

  
  
－ 

計 － 30,000 － 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 
  至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
  至 平成17年８月31日） 

１株当たり純資産額 374,058.49円 １株当たり純資産額 
124,890.21

円
１株当たり純資産額 122,470.96円 

１株当たり中間純利益 9,279.27円 １株当たり中間純利益 5,162.26円
１株当たり当期純利

益 
12,743.13円 

  

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、新株引受権

の残高はありますが、当社株式は非

上場かつ非登録であるため、期中平

均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

  

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益     5,150.20円 

当社は平成17年４月１日をもって

普通株式１株につき４株の株式分割

を行なっております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

なわれたと仮定した場合の前中間会

計期間における１株当たり情報につ

いては、以下の通りとなります。 

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益  12,666.09円 

当社は平成17年４月１日をもっ

て普通株式１株につき４株の株式

分割を行なっております。 

  

  １株当たり純資産額 93,514.62円   

  １株当たり中間純利

益 
2,319.82円 

  

  潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益           －円 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年９月１日 
至 平成17年２月28日) 

当中間会計期間
(自 平成17年９月１日 
至 平成18年２月28日) 

前事業年度 
(自 平成16年９月１日 
至 平成17年８月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金
額 

  

中間損益計算書（損益計算書）
上の中間(当期)純利益(千円) 

36,040 93,017 200,509 

普通株主に帰属しない金額(千
円) 

－ － － 

普通株式に係る中間(当期)純利
益(千円) 

36,040 93,017 200,509 

普通株式の期中平均株式数(株) 3,884 18,018 15,734 

    
潜在株式調整後１株当たり中間
（当期）純利益金額 

    

中間（当期）純利益調整額 － － － 

普通株式増加数（株） － 42 95 

（うち新株引受権（株）） （－） （42） （95） 

  
  

  
希薄化効果を有しな
いため、潜在株式調整
後１株当たり中間純利
益の算定に含まれなか
った潜在株式は新株引
受権１種類(新株引受権
の目的となる株式の数
28株)であり、これらの
詳細は、次の通りであ
ります。 
  

潜在株式調整後１株
当たり中間純利益の算
定に含まれた潜在株式
は新株引受権１種類(新
株引受権の目的となる
株式の数32株)であり、
これらの詳細は、次の
通りであります。 
  

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算
定に含まれた潜在株式
は新株引受権１種類(新
株引受権の目的となる
株式の数112株 )であ
り、これらの詳細は、
次の通りであります。 
  



  

  

前へ   次へ 

  
前中間会計期間末
（平成17年２月28日） 

当中間会計期間末
（平成18年２月28日） 

前事業年度末 
（平成17年８月31日） 

  
第３回無担保新株
引受権付社債 

(平成12年10月30日発行) 

第３回無担保新株
引受権付社債 

(平成12年10月30日発行) 

第３回無担保新株 
引受権付社債 

(平成12年10月30日発行) 

新株引受権の残高(千円) 5,600 1,600 5,600 

新株引受権の権利行使に
より発行する株式の発行
価格（円） 

200,000 50,000 50,000 

資本組入額（円） 100,000 25,000 25,000 



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

    至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

平成17年３月15日開催の当社取締

役会の決議に基づき、次のように株

式分割による新株式を発行しており

ます。 

１．平成17年４月１日をもって普

通株式１株につき４株に分割し

ます。 

(1) 分割により増加する株式数 

   普通株式  11,652株 

(2) 分割方法 

  平成17年３月31日最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載さ

れた株主の所有株式数を、１株

につき４株の割合をもって分割

します。 

２．配当起算日 

平成17年３月１日 

当該株式分割が前期首に行な

われたと仮定した場合の前事

業年度における１株当たり情

報並びに当期首に行なわれた

と仮定した場合の当中間会計

期間における１株当たり情報

は、それぞれ以下の通りとな

ります。 

  

  

  

  

  
当中間 
会計期間 前事業年度

１株当たり純資
産額（円） 93,514.62 92,405.08

１株当たり中間
（当期）純利益
（円） 

2,319.82 35,716.45

潜在株式調整後
１株当たり中間
（当期）純利益 
（円） 

－ －

平成18年４月24日開催の当社取締

役会において、平成17年11月23日開

催の定時株主総会で承認されました

ストックオプションを目的とした新

株予約権の発行について、具体的な

発行内容を次の通り決議しました。 

  

(1) 新株予約権割当ての対象者 

当社の取締役４名及び従業員６

名に割当てるものとする。 

  

(2) 新株予約権の目的たる株式の種

類及び数 

当社普通株式200株とする。 

なお、当社が株式分割又は株式

併合を行なう場合は、次の算式に

より目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調

整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について

のみ行なわれ、調整の結果生ずる

１株未満の端数については、これ

を切り捨てるものとする。 

  

調整後株式数＝調整前株式数×

分割又は併合の比率 

  

  

  

  

平成17年11月23日開催の定時株

主総会において、商法第280条ノ20

及び第280条ノ21の規定に基づき、

当社の取締役及び従業員に対して

ストックオプションを付与するこ

とを特別決議しました。 

その内容は次の通りでありま

す。 

(1) 新株予約権割当ての対象者 

当社の取締役及び従業員に割当てる

ものとする。 

(2) 新株予約権の目的たる株式の種

類及び数 

当社普通株式200株を上限とす

る。 

なお、当社が株式分割又は株式

併合を行なう場合は、次の算式に

より目的となる株式の数を調整す

るものとする。ただし、かかる調

整は、本新株予約権のうち、当該

時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について

のみ行なわれ、調整の結果生ずる

１株未満の端数については、これ

を切り捨てるものとする。 

  

調整後株式数＝調整前株式数×

分割又は併合の比率 

  

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 



    至 平成17年２月28日）     至 平成18年２月28日）    至 平成17年８月31日） 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(3) 発行する新株予約権の総数 

200個とする。 

なお、新株予約権１個当たりの

目的となる株式数は１株とする。 

ただし、上記（２）に定める株

式の数の調整を行なった場合は、

同様の調整を行なう。 

  

(4) 新株予約権の発行価額 

  無償とする。 

  

(5) 新株予約権の行使に際して払込

をすべき金額 

  新株予約権の行使に際して払込

をすべき１株当たりの金額（以下

「払込金額」という）は、１株当た

り308,700円とする。 

なお、新株予約権発行後、当社

が株式分割又は株式併合を行なう場

合は、次の算式により払込金額を調

整し、調整により生ずる１円未満の

端数は切り上げる。 

調整後払込金額＝調整前払込金額 

×１／分割・併合の比率 

  

また、新株予約権発行後、当社が

時価を下回る価額で新株を発行（時

価発行として行なう公募増資、旧商

法に基づく新株引受権の行使又は新

株予約権及び新株予約権証券の行使

の場合を除く）する場合は、次の算

式により払込金額を調整し、調整に

より生ずる１円未満の端数は切り上

げる。 

  

(3) 発行する新株予約権の総数 

200個を上限とする。 

なお、新株予約権１個当たりの

目的となる株式数は１株とする。 

ただし、上記（２）に定める株

式の数の調整を行なった場合は、

同様の調整を行なう。 

  

(4) 新株予約権の発行価額 

  無償とする。 

  

(5) 新株予約権の行使に際して払込

をすべき金額 

新株予約権の行使に際して払込を

すべき１株当たりの金額（以下「払

込金額」という）は、新株予約権を

発行する日の属する月の前月の各日

（取引が成立していない日を除く）

のジャスダック証券取引所における

当社普通株式の普通取引の終値の平

均値に1.05を乗じた金額（１円未満

の端数は切り上げる）とする。ただ

し、当該金額が新株予約権発行の日

の前日のジャスダック証券取引所に

おける当社普通株式の普通取引の終

値（取引が成立しない場合はそれに

先立つ直近日の終値）を下回る場合

は、その終値を払込金額とする。 

なお、新株予約権発行後、当社が株

式分割又は株式併合を行なう場合

は、次の算式により払込金額を調整

し、調整により生ずる１円未満の端

数は切り上げる。 

調整後払込金額＝調整前払込金額 

×１／分割・併合の比率 

  

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

    至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

  

  

  

  

調 整 後
＝

調 整 前
×

払 込 金 額 払込金額

また、新株予約権発行後、当社が

時価を下回る価額で新株を発行（時

価発行として行なう公募増資、旧商



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

上記の算式において「既発行株式

数」とは、当社の発行済株式総数か

ら当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、自己株式の処分を

行なう場合には「新規発行株式数」

を「処分する株式数」に、「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分

金額」に、「新株発行前の時価」を

「処分前の時価」に、それぞれ読み

替えるものとする。 

  

(6) 新株予約権の行使期間 

平成19年12月１日から平成23年

11月30日までとする。 

  

(7) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時において
も、当社又は当社の子会社
等の取締役もしくは従業員
の地位であることを要す。 

② 新株予約権者が死亡した場合
は、相続を認めないものと
する。 

③ 当社と新株予約権者との間
で締結する新株予約権割当
契約に違反していないこ
と。 

  

既発行 
＋ 

新規発行株式数×１株当たり払込金額

株式数 新株発行前の時価

既発行株式数＋新規発行株式数

法に基づく新株引受権の行使又は

新株予約権及び新株予約権証券の行

使の場合を除く）する場合は、次の

算式により払込金額を調整し、調整

により生ずる１円未満の端数は切り

上げる。 

  

  

  

上記の算式において「既発行株式

数」とは、当社の発行済株式総数か

ら当社の保有する自己株式の総数を

控除した数とし、自己株式の処分を

行なう場合には「新規発行株式数」

を「処分する株式数」に、「１株当

たり払込金額」を「１株当たり処分

金額」に、「新株発行前の時価」を

「処分前の時価」に、それぞれ読み

替えるものとする。 

  

(6) 新株予約権の行使期間 

平成19年12月１日から平成23年

11月30日までとする。 

  

(7) 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた
者は、権利行使時において
も、当社又は当社の子会社
等の取締役もしくは従業員
の地位であることを要す。 

  

調 整 後
＝ 

調 整 前
×

払 込 金 額 払込金額

既発行
＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

株式数 新株発行前の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

前中間会計期間 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年２月28日） 

当中間会計期間
（自 平成17年９月１日 

    至 平成18年２月28日） 

前事業年度 
（自 平成16年９月１日 
    至 平成17年８月31日） 

  

  

  

  

  

  

(8) 新株予約権の消却事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契
約書が承認されたとき、当
社が完全子会社となる株式
交換契約書承認の議案並び
に株式移転の議案につき株
主総会で承認されたとき
は、新株予約権は無償で消

  

② 新株予約権者が死亡した場合
は、相続を認めないものと
する。 

③ 当社と新株予約権者との間
で締結する新株予約権割当
契約に違反していないこ
と。 



  

前へ     

  

  

  

  

  

  

却することができる。
② 新株予約権者が権利行使をす
る前に、（７）①に規定す
る条件に該当しなくなった
ため新株予約権を行使でき
なかった場合、当該新株予
約権については無償で消却
することができる。 

③ その他の条件は、当社と新株
予約権者との間で締結する
新株予約権割当契約に定め
るところによる。 

  
(9) 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。 

  

  

(8) 新株予約権の消却事由及び条件 

① 当社が消滅会社となる合併契
約書が承認されたとき、当
社が完全子会社となる株式
交換契約書承認の議案並び
に株式移転の議案につき株
主総会で承認されたとき
は、新株予約権は無償で消
却することができる。 

② 新株予約権者が権利行使をす
る前に、（７）①に規定す
る条件に該当しなくなった
ため新株予約権を行使でき
なかった場合、当該新株予
約権については無償で消却
することができる。 

③ その他の条件は、当社と新株
予約権者との間で締結する
新株予約権割当契約に定め
るところによる。 

  
(9) 新株予約権の譲渡制限 

新株予約権を譲渡するには取締
役会の承認を要する。 

  



 (2)【その他】 

    該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第35期）（自平成16年９月１日 至平成17年８月31日）   平成17年11月24日 

                                 東北財務局長に提出 

  

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２３日

株 式 会 社 シ ベ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シベールの

平成16年９月１日から平成17年８月31日までの第35期事業年度の中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社シベールの平成17年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年９月１日から平成17年２月28日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計

基準を適用しているため、この会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別

途保管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴田 健一  印 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 五十嵐 正明 印 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成18年５月18日

株 式 会 社 シ ベ ー ル 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社シベールの

平成17年９月１日から平成18年８月31日までの第36期事業年度の中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日まで）に係

る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社シベールの平成18年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年９月１日から平成18年２月28日

まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 健 一 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 村 義 弘 
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